
平成２１年度　第１回　第二東京弁護士会市民会議議事概要
日　時　　２００９年（平成21年）８月４日（火）15:00～17:00
場　所　　弁護士会館１０階１００３号会議室
出席者　　以下の通り
　【委　員】　石鍋、川岸、神田、河野、駒込、寺中
　　　　　　　西浦、福士
  【理事等】　川崎達也会長、櫻井光政副会長、鈴木雅芳副会長（司会）
　　　　　　　味岡良行副会長、野田雅生副会長、市毛由美子副会長、石井逸郎副会長
              池田広報室長、内山担当事務局
議　題　　１．市民から見た法曹の質について
　　　　　２．裁判外紛争処理機関（ＡＤＲ）について
（鈴木）　時間が過ぎましたので、そろそろ始めさせていただきたいと思います。本日はお忙しい中、また暑い中皆様にお集まりいただきまして、本当にありがとうございました。平成21年度の第1回市民会議を開かせていただきます。私は二弁の担当をしております、副会長の鈴木と申します。議長の選任までは私の方で司会をさせていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。
　まず初めに事前のご通知でもお知らせしたんですけれども、市民会議のこの内容をできれば二弁の会員に広くお知らせしたいと考えておりますので、内容をかいつまんで『二弁フロンティア』という広報誌に載せることを考えております。つきましては本日録音をし、かつ途中の議事の内容を写真撮影させていただきますので、ご了承いただきたいと思います。
　また反訳の都合上、ご発言はマイクで、かつご発言の前にお名前を言っていただけますと、後で反訳をしたときに分かりますので、ぜひご協力ください。よろしくお願いいたします。まず初めに二弁の川崎会長より一言ごあいさつをお願いしたいと思います。
（川崎）　本年4月1日から会長を務めております川崎達也でございます。市民会議の委員の皆さんには、お暑いところ、またお忙しいところお集まりいただきまして、本当にありがとうございます。私ども弁護士会といたしましては、市民の権利を守り、その人権を保障するため、また社会正義の実現のために日々活動をいたしておるわけでございますけれども、市民の目線から離れた活動には、やはり問題があると考えます。
　皆さんの意見を会務活動の中に生かしていきたいと考えております。従いまして、市民会議の当会の中における位置付けというのは、大変有意義なものと認識しております。どうかいろいろな問題につきご審議、またご意見をお聞かせいただきたいと思う次第であります。
　私は研修所27期でございまして、今年弁護士になって35年になります。
　ずいぶん長い間やってきたかなと思うわけでありますが、日々新しい問題に直面をし、その問題をどのように解決していくか、大変悩んで毎日を過ごしておるところでございます。二弁の会長は自動的に日本弁護士連合会の副会長の職に就きます。私は日弁連で法曹人口問題、それから規制改革、可視化の実現、司法制度調査会、現在問題になっておるのは、債権法の改正と成人年齢の引き下げの問題を担当しています。
　このところテレビを見ますと、昨日から始まりました裁判員裁判の報道が連日なされていますが、この裁判員裁判の弁護人の2人は当会の会員でございまして、すでに副会長を経験し、お2人とも刑事弁護委員会の委員長の経験者でございます。また検察官の後ろに被害者の遺族の方が座っておりますけれども、この遺族の弁護人も当会の被害者支援センターの委員長でございます。
　つまりは第1回の裁判員裁判は、いずれも当会の会員によって支えられているというところでございまして、これはちょっと自慢してもいいかなと考えているところでございます。
　本日用意させていただきました議題は2つございまして、1つは市民から見た法曹の質について、もう1つは裁判外紛争処理機関のあり方と運用についてというものでございます。
　最初の法曹の質についてですけれども、ご承知のように法曹人口が急激に増えております。急増というのは、35年前の私の時代は、年間の司法試験合格者数は500名であったわけでありますが、昨年の司法試験の合格者数は合計して2,200名です。そして、これを来年、あるいは再来年あたりに3,000名に引き上げるかどうかということが問題になっています。
　新しい法曹養成制度として法科大学院を設立し、司法修習を従前の2年から1年に短縮をして、また、登録後の研修等を行って、法曹を育てようと考えているわけでありますが、必ずしも法科大学院の教育が理念通りに動いているわけではないという点、それから短縮された司法修習の期間の中で十分な法曹養成をすることができるかどうか、また急激に増えました関係で就職ができない新人の弁護士が出ているというのが問題点です。
　この新人弁護士にどういうような教育を施して、市民のための法曹として成長させるのかという点、いくつかの問題がありまして、そういう問題を解決するまでまだ数年を要するということを考えて、日弁連では法曹の質を確保するため、今しばらく法曹人口の増員を控えた方がいいという提案をしています。つまり2,100から2,200程度の合格者で数年間を見るべきであって、急激に3,000名に増やすのは問題があるという指摘をしています。
　それに関連して、市民の皆さんが弁護士に求める、あるいは裁判官、検察官に求める法曹としての質というものはどういうものなんだろうか、それを率直にお伺いしたいというふうに考えている次第であります。
　それから裁判外紛争処理機関というのは、例えば弁護士会で行っている仲裁センターがございます。これは裁判所で紛争を解決するのではなくて、もっと身近な機関の中で短期間に、しかも廉価で紛争を解決するという機会を提供するものでありますけれども、これがまだ実際には国民の間に、市民の間に周知されているわけではありません。
　従いまして、なかなか利用者の数が増えていかないのでありますが、これに関して皆さんの意見をお伺いしたいと考えているところでございます。いずれも重たい課題でございますが、皆さんの率直なご意見をお聞かせいただきたいと思う次第であります。よろしくお願いを申し上げます。
（鈴木）　では市民会議も第1回でございますので、まず初めに私ども副会長の方から簡単な自己紹介をさせていただければと思います。櫻井先生からお願いします。
（櫻井）　副会長の櫻井光政でございます。弁護士をやって、ちょうど28年目でございます。副会長の中では刑事弁護、それから裁判員裁判、そういったところを担当しております。よろしくお願いいたします。
（鈴木）　私は先ほど申し上げましたように、弁護士の鈴木と申します。38期で櫻井先生より4期下でございます。本年度で弁護士をやって24年目になります。二弁では財務、総務、労務という裏方を担当しております。本日はこの市民会議の担当でございますので、しばらく司会進行をさせていただきたいと思います。皆様の生の声を、率直なご意見をぜひお聞かせいただいて、会務に反映させられればと思っております。よろしくお願いいたします。
（味岡）　副会長の味岡です。私はほとんど事件の中身としては民事事件しかやっておらず、刑事事件についてはここ十数年刑事の法廷に立ったことはないという弁護士ですけれども、弁護士の中にもそういう弁護士がたくさんおります。そういう意味では民事事件の依頼者との接点はあるんだけれども、それ以外の一般の方々との接点というのは、遊びで付き合う人、親せきぐらいしかございません。ということで、こういう機会はめったにございませんので、ぜひ皆様の忌憚のないご意見を伺いたいと思います。お願いいたします。
（野田）　4席の副会長をしております野田と申します。私も経験年数は味岡副会長と同じ22年ぐらいになりますか。扱う事件はやはりどうしても民事事件が多いです。ただし副会長になっていろいろと周りを見ていまして、裁判員裁判が始まったということで、国民の声が司法に反映する、おそらくこれは感覚なんですが、民事裁判についても裁判所がやはり一般に広く国民の常識、また社会の移り変わりを反映するような方向になってくるんじゃないかと、ちょっと期待しております。主な担当は弁護士業務センターというところがあるんですが、主に弁護士のいろいろな職域等について検討する委員会。その中には新人のサポートセンターというところもございまして、先ほど会長の方から出ておりましたが、急激な弁護士の増員で、若手の弁護士の中には就職先が見つからないとか、または見つかったんだけれども、ちょっとそこの事務所が、言ってみますと非弁活動、その他倫理上問題のあるようなことをやっているようなところに入ってしまった人がいまして、そういう人の相談に乗ってみるとかですね。弁護士の数が少ないということは、またちょっとギルドといいますか、内輪の世界だけでものが進むということでよくないのですが、急激な増員によるひずみにどう対応するかということを、ちょっと今中心にしております。そのほか高齢者、障害者、財産管理センターでありますとか、あとは国際委員会、それから弁護士業務に対する妨害行為、これも最近インターネット等もありますが、弁護士に対する不当な懲戒の申し立てとか、不当な嫌がらせ、または最たるものは殺害行為であるとか、事務員に対するいろいろな違法行為等がありますが、そこの対応の部署もやっております。今日は皆様方からいろいろと新鮮な意見を伺うということによりまして、私どもの業務の中に反映させていただければと思っております。よろしくお願いいたします。
（市毛）　副会長は上から筆頭、2席、3席というふうに数えるような習慣がございまして、私は5番目の5席副会長の市毛由美子でございます。私は平成元年登録で41期なので、平成の年だけ弁護士をしていることになります。副会長になって担当させていただいているのは、人権関係の委員会がメインでして、人権擁護委員会、犯罪被害者委員会、両性の平等の委員会、消費者委員会、そして今日、2番目のテーマになっております仲裁センターの運営委員会も担当させていただいております。仲裁センターのそもそもの理念が、市民の方々が利用しやすい紛争解決方法を提供するというところにあるのですが、その利用件数が実際に伸び悩んでおりますので、このテーマをぜひ市民の方々からご意見を聞いた上で担当委員会に持ち帰り、あらためて考え直すべきところは直していきたいというふうに思いますので、どうぞよろしくご検討のほどをお願いいたします。
（石井）　最後6席目の副会長の石井です。石井逸郎と申します。期は司法研修所の49期でございます。今日のテーマとの関連でいえば、私は司法修習生に対する弁護士会の弁護実務修習を担当する委員会、司法修習委員会というのがございまして、そこの担当副会長をさせていただいております。あと刑事弁護であるとか、裁判員裁判の委員会で筆頭の櫻井先生を補佐する観点から、それも担当させていただいておりまして、昨日と今日は私たち副会長も裁判員裁判、第二東京弁護士会としても検証すべく、検証体勢を取っているんですけれども、何とか傍聴席を確保しようということで、朝から筆頭と並びました。
　昨日は2,300名ですか、2,380名ほど、今日は約1,500名が並ぶということで、ほりえもんの事件以上なんだそうですが、こんなに人が集まって注目するというのもすごいことだなと思っております。昨日は運よく1席確保できまして、当会の裁判員裁判の委員会の嘱託弁護士がきちっと傍聴をしたんですけれども、今日は確保できなかったんですね。
　明日は野田先生もここに行っていただいて、みんなで何が何でも傍聴席を確保しようということで張り切っております。どうぞよろしくお願いいたします。
（池田）　私は広報室長の池田と申します。広報室では主として会員向けの雑誌である『二弁フロンティア』を出しておりますほか、二弁の方ではひまわりページというホームページを出しておりまして、こちらは一般の方に見ていただこうというページでございまして、そういった形でいろいろなご意見をお伺いしたいというふうに思っております。今日のお話も『二弁フロンティア』に載せさせていただいて、会員の方に伝えたいと思っております。どうぞよろしくお願いいたします。
（鈴木）　私どもの自己紹介が終わりましたので、続きまして市民会議の皆様から一言自己紹介をいただければと思います。順番ですと、福士さんからお願いしたいと思うんですけれども、お願いします。
（福士）　福士でございます。よろしくお願いいたします。新聞社の生活情報部というところにおります。いわゆる新聞でいうと、家庭欄、暮らしのページを作るところで、途中いろいろ出入りはありましたけれども、20数年ぐらいやっていますと、やはり司法との接点というのが生活の局面で非常に増えてきたなというのは感じます。もちろん雇用労働もそうであれば、家族の問題もそうですし、消費者の問題、これは暮らしをめぐるいろいろな安心、安全の問題がますます増えてきまして、そういう意味では非常に司法、法律の問題もきちっと自分たちなりに勉強をせねばと、日々思っているところです。市民会議は昨年度からですのでまだまだ新参なのですが、今後ともどうぞよろしくお願いいたします。
（西浦）　西浦と申します。市民会議には初回から関係させていただいておりますが、お役に立っているかどうか内心じくじたるものがございます。私は法曹に関して非常に好奇心、興味があったわけではないんですが、たまたま友人のご縁で付き合ってくれないかということでなっただけで、こういうタイプの市民会議のメンバーもいていいのかなと、自分勝手にそう思いつつ付き合わせていただいております。私は現在医療機関を経営しておりますが、グループ全体で0から、まさに私、初代で裸一貫から始めまして、今800名、900名ぐらいの人数になっております。そういった意味でも何か視点の違うメンバーが加わっていていいのかなという、内心そういう気持ちで今後もお付き合いをさせていただきたいと思っております。よろしくお願いします。
（寺中）　寺中と申します。人権NGOの事務局長をさせていただいておりまして、初回からこの市民会議には参加させていただいております。それ以外に大学で現代法学というところで、一応教鞭も執っているんですけれども、最近やっぱりNGOにかかわってくる若い世代、それから大学にやってくる若い世代というものと、こういうものをずっと見ておりまして、自分が年を取ったなというのを最近何となく自覚するようになってきております。
　そういうのを自分との昔の比較をし始めるというのは、年寄りの証拠だというふうに思うのですけれども、ただやっぱり時代は変わるんだなということの1つの証左でもありまして、この時代がどういうふうに変わっていくのかというのを、特にこの法曹の問題に関しては、この市民会議の中で皆さんと意見を交換させていただければというふうに思っております。今後ともよろしくお願いいたします。
（駒込）　駒込と申します。塾講師をしております。身近なところで法律を勉強する者がいたり、夫の友人の弁護士が司法制度改革がうまくいっていないと話すのを聞いたりで、改革はどのように進んでいるのか興味を持ったことから市民委員に応募いたしました。毎回のテーマは、私にとって非常に面白く興味深いものばかりですが、ときとしてここで初めて聞く言葉もあったり、なかなか理解が難しいこともあったりで、緊張することも度々ございます。勉強しつつ一市民として率直な意見をお伝えしたいと思いますので、よろしくお願いいたします。
（河野）　河野と申します。最近、菅谷さんとこの間4時間ぐらい対談したわけですけれども、やはりえん罪の構造というのは昔から変わっていないしということで、何か参考になることがあれば、しゃべりたいなと思っていますけれども、何せ市民感覚ですからたまにちょっとずれたりはすると思いますけれども、その辺はご容赦願いたいと思います。
（神田）　神田と申します。よろしくお願いいたします。消費者団体の事務局長を去年までしておりました。今年の4月から国民生活センターにもADR（Alternative Dispute Resolution）の機能というものが法的に設置されたというんでしょうか、スタートいたしまして、そこの紛争解決委員というものもやっております。ボタン電池を幼児が飲んでしまった。そして損害賠償という問題を今かかわらせていただいているんですけれども、そんなことをしております。どうぞよろしくお願いいたします。
（川岸）　川岸と申します。大学で憲法を教えています。憲法というのは一般にあんまり役に立たない法律なのですが、結構最近話題になったりすることがあります。裁判員制度の問題もそうです。ダイナミックな動きというのは時々あるんだなと思って、学生たちに面白いよと言うんですが、学生が面白いと思うことと、僕が面白いと思うことがどうもずれてきており、これはやっぱり年を取ってきたからかなというふうに思ったりしています。法科大学院でも教えていますので、今日のテーマは直接関係すると思います。いずれにしても制度が変わるとちょっとくらいはあつれきがあるのが普通ですので、どこまで片意地張って頑張るかということだと思っています。どうぞよろしくお願いいたします。
（石鍋）石鍋と申します。中小企業の役員をしています。初回よりこの会議には参加させて頂いており、色々と勉強をさせてもらっています。中小企業というのは役員だなんだとは言いつつ、全部自分でやらなければならないというのが実態なので、このような機会に色々なご意見を聴き、新しい制度等を知るというのは、とても役立っています。よろしくお願いいたします。
（鈴木）　ありがとうございました。早速審議に入らせていただきたいと思いますが、それに先立ちまして正副議長を互選したいと思います。これまでの例を見ますと寺中さんに議長をお願いし、石鍋さんに副議長をお願いしていたようですが、もしよろしければ今回も両名の方に議長、副議長をお願いしたいと思いますが、いかがでございましょうか。では寺中さん、石鍋さんよろしくお願いいたします。
(議長）　ありがとうございます。それでは早速、時間もなかなか限られてはおりますので、審議の方に入りたいというふうに思いますけれども、今回皆様のお手元の方には会議次第ということで、今日の審議の項目1、市民から見た法曹の質についてというのと、それから2、裁判外紛争処理機関ADRについてという2つのテーマが出ております。
　現在3時半になっておりますので、あと90分ということになりますので、だいたい半々でこの法曹の質の問題とADRの問題と、両方話をしていければなというふうに思いますので、皆様どうぞご協力をお願いいたします。それではちょっとこの2つはつながっていないわけではないと思うんですが、一応別々の話題だということになっておりますので、今回のこの資料に添って進めていただければというふうに思うんですが、どういうような問題を扱えばいいのかということで、櫻井さんや市毛さんの方で、わざわざ質問項目というのを作っていただいております。
　こちらの方の審議事項1、法曹の質についてということと、それからADRについてということで、2枚にわたって質問項目がありますので、このあたりのことを市民会議の皆さんにはすでにご覧になって、少し考えてきていただいているだろうというふうに思うんですけれども、一応そのどういったようなことを話をしていきたいかということも含めて、まずは櫻井さんの方から、この法曹の質の問題についてのご説明というのを、少しいただけますでしょうか。
（櫻井）　はい。法曹の質ということが、最近話題になることが多くなってきているように思います。ただその話題になるきっかけというのが、最近、合格者がたくさん増えている。ロースクールなどからたくさん受験生が来て、それで合格者の枠を増やしたので、たくさん弁護士が増えているけれども、果たしてその質はどうなのだろうかという、こういう文脈で語られることが多いんですね。法曹の質というのはとても大事な問題ですし、私たちへの後継者をどのぐらい毎年養成していくかというのも、いずれも大事な問題なんですけれども、そこのところで、その質ということを語るときに、論者によって想定している質がずいぶん違うんじゃないかというふうに思わされることがあるんですね。法曹の質といったときには、やはり市民から求められている法曹、どんな法曹が求められているのかという視点で質を語らなければいけないのではないかというふうに思うのです。果たして議論がそのようになっているか、これは弁護士同士の議論でも論者によって、どうも力点の置き方がまちまちであるなと思うわけです。それは必要な求められる質の法曹を、必要な量を供給しなければいけないというのが、きっと業界団体の使命なんだろうと思うんですね。そうするとそこのところははっきりさせる意味で、果たして市民の目から見たときに、求められる法曹の質というのは何なのか、質が低下しているという事実があるのかどうか、最近たくさん合格するようになってきた人たちの質が下がっているというふうに、皆さんはご覧になっているのか、それともそうじゃないのかとか、そういったところご意見を聞かせていただいて、意見交換をさせていただいたらと思っています。
（議長）　ありがとうございます。質問項目のところにざっざっと出ておりますので、それとあともう1つは、たぶん一番端的に法曹の質の問題についてまとめてらっしゃるのは、この当面の法曹人口のあり方に関する提言ですね。これの中の3ページ、法曹の質の確保という、ここの部分なのかなというふうに思うんですけれども、それでよろしいですか。
　はい。ということになっております。ですから法曹の質ということで一体何を意味されているのかは、ここを一応踏まえていただいた上で、皆さんのご意見をいただければなと思っております。少しそれに関連しては、おそらくこの法科大学院の方の動きなんかとも絡むと思うんですが、最近の、例えば弁護士、特に法曹の質の問題に関して、弁護士に関して特徴的にいわれるようなことというのについて、大変申し訳ないんですけど、まず最初に櫻井さんか、あるいはほかの副会長の方々から、こういうことが言われることがあるのだけれどもというような形で例を出していただけますでしょうか。
（櫻井）　質の低下というふうに、そういう視点で指摘をいただくことはそんなに多くないんですね。というのは、たくさん皆さんご覧になっているわけじゃないんですから。ただ当会で苦情などを見ていると、苦情の件数は増えています。そしてその苦情の中の多くの比率を占めるものは、事件の着手が遅いとか、報告がないとか、そういったレベルの苦情が増えているように思われます。
（議長）　それでは、すみません。今度はまだちょっと特定して申し訳ないんですけど、法科大学院なんかをやっていく中で、弁護士の質というか法曹の質の問題に関して、よく聞くような話というものは、川岸さん、例えばお仕事をされていて何か聞くことというのはございますか。
（川岸）　川岸です。まず第1番目に法科大学院を設計したときに、おそらくいろいろな背景を持った人がもっと法科大学院に来るのではないかと予想していたはずです。法科大学院に入学するためには適性試験を承けなければなりませんがその受験者がどんどんと減ってきております。特に他の仕事をなさっていた方の受験が激減しています。その意味で多様な層の掘り起こしという当初のもくろみは外れています。法学部で4年間勉強してから法科大学院に入学する2年間の既習コースが中心になってきています。したがって、6カ年一貫教育っぽくなってきている側面があります。本来予想していたような社会経験を持って、それを生かして法律家になるというタイプのキャリアパスが非常に減ってきています。それはなぜかというと、司法試験に合格しにくいからです。当初８割合格と喧伝されていましたが、実際には３割程度です。結局、現時点では、予想していたような潜在的な法律家の掘り起こしに失敗しています。それからもう1つは、今の時代にちょうど起こっていることだと思うのですが、大学時代が全入時代に入っており、学力の低下という問題があります。実際につぶれる大学がどんどんと出てきてくる現実があります。大学自体が非常に昔と比べて入りやすくなっている。そういうときに法律家の養成制度を変えたというタイミングの悪さというのもあります。基礎学力がそもそも大学に入ってくるレベルではない、大学での教育もそれなりに一生懸命やっていはいるが、なかなか追いつかない。そして法科大学院教育ということになる。時期的にちょうど悪いサイクルに当たっているということがあるのではないでしょうか。それから実際の司法試験のできがよくないということもよく指摘されることではあります。
（議長）昔、なられた長い弁護士経験をお持ちの方々は成績がよかったということになるはずなんですが。法曹の質の低下というのは、本当に低下しているのかということ自体も、かなり印象批判だというところもあるだろうと思うんですけれども、具体的にどんなことが今までいわれているかについて、ざっとでもいいんですけれども、フクシさんあたりから、どんなことがマスコミでいわれているかを、ざっとでいいからお話しいただけますでしょうか。
（福士）　実際に私どものセクションだと、法曹の方に取材上、密着してお会いすることはそんなにないので、実際落ちているかどうかは分かりません。ただこれはたぶん法曹の世界だけにかかわらず、この法曹に必要な資質というふうに挙げられていますけれども、これはたぶん全体にどんな業種、業界にもかかわることだと思うんですね。たぶんその専門的知識で挙がっているところの中身は違うけれども、そうでない、例えば柔軟性であるとか、交渉力であるとか、説得力であるとか、そうしたその能力がどこの世界の、それはメディアもそうですし、たぶん法曹もそうなんでしょうけれども、いろいろな企業とか、医学の世界とかもそうなのかもしれませんが、どこに伺っても、そういった人と人とをつないでいく、もしくは間に立っていく力みたいなものが格段に落ちているということは言われています。たぶんそれがそれぞれの場で、その専門職ごとに、うちの世界では何かが落ちているのではないかというふうに思われるところが、たぶん非常に不変的な問題として出てきているのではないかなと。そこに対してそれぞれの専門性をさらに高めながら質を上げていくというところが、どこでもご苦労されているところであり、そこに向かって制度なりシステムなりを変えようとしているのかなというふうには思います。
（議長）　ありがとうございます。櫻井さん、今の福士さんのお話の中にある、例えば人と人との間の関係性を持っていく、そのあたりの問題性というのが、やっぱり今よく言われているような法曹の質の低下とか、法曹の質はどうなのかといったようなところの問題に通じているというふうに、ご自身でも思われますか。
（櫻井）　私個人は、大変そのあたりはなるほどというふうに思いますし、感じるところが非常に多いです。といいますのは、私は2点ほど感じるんですけれども、最近法廷でやり取りする書面の内容が非常に攻撃的、好戦的、情緒的な書面にお目に掛かることが多くなっているんですね。弁護士というのは敵味方になっても、それは立場上の敵味方なので、本当に憎み合ったり相手とけんかしようというふうには思わないわけなんですよね。それがこれは何か代理人同士の人間関係がまったくどうなってもいいみたいな、そういう書面だなあというものを見て、ちょっと嫌な気持ちになることがあります。それからもう1つは、私は法テラスに日弁連から人を推薦するための面接をしているんですね。ですから司法修習生の面接をだいたい毎年100人ぐらいやるんです。そのときにコミュニケーション能力がとても低いといいますか、要するに愛想笑いの1つもできない。ぶっきらぼうに入ってきて、むすっとした声でぼそぼそ誰それですと言って、座って面接を受けるというのは、私なんかからすると信じられないんですね。だからこの間も注意しましたけれども、要するに素のあなたを見たいんじゃないんだと。弁護士というのは交渉するので、最高のパフォーマンスを見たいんです。試験でも試合でも何でもそうでしょう。あなたは弁護士になったらどれだけいい仕事ができるか、どんなにうまく相手を説得するかというのを見たいので、楽しくないかもしれないけれども、にこりともしないで地声でむすっとしゃべっていたら、それだけで能力が低いと思われるんだよという話をしたんです。面接のときにそうやって説教や注意をしなきゃいけない人が増えているというかな。これなんかも私にしてみれば驚きで、どんな仕事でも必要な資質みたいなものを備えてない人が、たまたま試験が受かったからと来ているけれども、やっぱりこれは使い物にならないし、就職がないのもむべなるかなと思ったりします。そんなことからちょっと今の意見は非常に実感が感じられます。
（議長）　ありがとうございます。櫻井さんの方から1、2、3、4というふうに質問項目をいただいているんですが、3、4の方は少しちょっと後の方の話に入っていきますので、特に1と2、最近法曹の質が下がったと感じることがありますか、どのようなときに感じますかという質問と、質の高い弁護士と質の低い弁護士、それぞれどんなイメージですかというようなことについての質問がありますので、これについて市民会議の皆さんの方からのご意見、ご感想、あるいは経験談等をもしお聞かせいただければというふうに思うんですが、どなたかいらっしゃいますか。西浦さん。
（西浦）　すみません。私自身正直言いまして、質が下がったとも感じませんし、上がっているとも感じない。こういうことを言える立場の人というのは、過去も検証し、現在をきちんと見られるお立場の人で、本当に一握りの人だと思うんですよね。ただ私ら医療界でもいろいろなこれに近いこともいわれるんですが、私自身の見解から言いますと、その質というのはまさに先ほど接客といいますか、クライアントに接したときの対応から入る場合と、ただ単に法的な知識はもう腐るほど持っているというのとあると思うんです。これはもう学校というのは、美術学校よろしく、まず歴史を学んで、そして染色技術だの色の顔料の何とかだのを学んで、そして技法も学んで、最高得点を取ってトップ卒業生が優秀な画家になるかというと、ならんわけですよね、別に。逆にずけっと言うなら、ほとんどならない。ええ、あいつがというようなやつが伸びていくというのは、結局卒業した後に日常からいかに吸収する能力があるかということで、学生時代から、その学生の後も前も暗記ということを優先してきた頭というのは、日常からは学べないんですよね。この医学的な見地から見ていますと、記憶を優先すると、どうも日常のそういうところを受け入れないという頭になっていくんですよね。だから卒業時はものすごい知識があって優秀だったはずなのに、何かその後ぱっとしないねというのは、多くは日常から学べないということにあって、今のようなケース、もし卒業生で研修生に近い連中がそうならば、それはそれでいいんです。最初は生意気盛りでそこから始まるんですが、それから日常、3年たち、5年たってどれだけ世間から多く学んで、そして自分の使命をきちっと理解できるかということで、本当の、先ほど絵の世界でいうなら絵描きになって、本当の弁護士さんになっていくというふうに解釈します。すみません。こういう意味ではいいお答えになっているかどうかは分かりませんが。
（議長）　ありがとうございます。順番で駒込さん。
（駒込）　法テラスに推薦する若い弁護士さんのことですが、面接をされた櫻井先生のお話を聞いて、やはり全体に幼いんじゃないかというふうに思いました。知識は十分に積んできていても、そうした精神年齢の幼い人たちが弁護士として世に出てしまう。適性検査、法科大学院の入試、新司法試験、さらに修習の後の二回試験とあるのに、どうしていずれの試験にも通ってしまうのか。どの段階でも人格的な面でのチェックは全くなされないのでしょうか。いま塾で教えていて、他人とのコミュニケーション能力が不足している子供が増えていると感じていますが、大学までそのままずっといってしまう子も多いのかも知れません。もう少しチェック機能についても考える必要があるのではと思います。
（議長）　その辺はいかがですか。弁護士会の方ではこんな感じで昔よりも、その辺のチェック機能が甘くなっているとか、そんな感想はございますか。
（櫻井）　昔から人格とかそういうところはチェックされていなかったようにと思います。だから幼い人は幼いなりに、そのまま弁護士に昔もなっていたと思いますし、今もそうで、ただきっと昔は大人になるまでに幼さというのが、いろいろな形で克服されてきたというか、いろいろな機会に是正されてきたんだと思います。今は何せ、小さな少ない家族でお母さんは司法試験が受かるまでずっと面倒を見てくれたりして、僕ちゃんが命みたいに育ててくれていますから、幼さはずっとある程度保たれていて、イノセントな子供たちがそのまま勉強ができるので合格しちゃうという感じの傾向が強まっているんじゃないかと思います。
（議長）　私も法学部だし、石鍋さんも法学部で川岸さんも法学部ですけど、法学部の人というのは、弁護士になるというのはそういうような人格がどうのこうのとか、あんまり会社で人に頭を下げなくても構わないよということで、だったらこの仕事はいいかもしれないなと思って思う人が結構いたんじゃないかなと思うんです。ですから性格破たん者は結構多かったかもしれません。研究職もそうですけど。じゃあ、河野さんの方はいかがですか。
（河野）　私は新人がそんなに質の高い人がいるなんてあり得ないと思っています。会社でも一緒ですし、弁護士でも一緒ですけれども、それはやはり実務と経験という中で習熟していくものであって、修習生を出たら質が低いなんて言われたら、言われた方が迷惑な話であって、例えば今ここにいる会長さん、35年やっていればそれは質は上がりますよね。そういう意味ではやはりいかに新人に実務経験というものを多く経験させて、それに対して、いわゆる指導ですよね。いきなり独立というのは難しいけれども、やはり指導をしながら経験を踏ますしかないと思うんですよね。それはだから会社員でもまったく一緒だと思います。それから別の質ということであれば、先ほど櫻井副会長が言ったように、クライアントなんですね。お客さんなんだから、お客さんに対しての礼儀、あるいは裁判は負けちゃったけど、あの弁護士さんは本当によくやってくれたという満足感とか、そういう2次的なものも提供していく必要があると思うんですね。私は経験の中で、私が紹介した弁護士さんがあるんですけど、そこへ相談しに行った人が、もう本当にこんな状態なら死にたいと言ったんですよね。そうしたら死にたきゃ死にゃいいじゃないか、お前さん1人死んだって日本の人口は大して変わらないと、こういう言い方をしたんですよね。じゃあ、それが質の高い弁護士かというような、技術的には優れていてもそちらの面も必要じゃないかなと、私はそんなふうに思います。
（神田）　神田です。1つ目の質問なんですけれども、最近法曹の質が下がったかどうかということですが、それは感じたことはない。それは接する場面があっても感じないのかということではなく、それ以前に接する場がないということですね。というふうに思います。日常的に接していないですね。ですからこういった質問をされても答えようがないということが1つあります。ただ身近なところでいえば、少し弁護士さんとかかわっている人がいるので、ちょっと聞いてみましたら、先ほど苦情の報告にあった通りで、なかなか今どんな程度進んでいるのかの報告がないとか、非常に長く待たされているとか、非常にそういった意味では不信感まではいかないけれども、それに近いものを抱いてしまうというような話は聞いてきました。ですからやっぱり信頼関係が築けるような人が求められている。面倒でもそういったことが、ちょっとしたことが信頼関係を築けるかどうかというのにかかわっているのかなと思ったりしましたので、やはり辛抱強くかかわってくれる、信頼関係ができる人というようなことが、まずは求められているのかなということと、この質問1、2で言えるのは、私たちにたくさん人数が増えたといいつつも、身近なところではあまり接触ができないというか、できていないよということを、私から申し上げたいと思います。
（石鍋）石鍋です。皆さんのおっしゃっているようなことになりますが、質という問題のが、人間性なのか知識なのかいったところがあると思うので、一概には言えないとは思いますが、やはりお願いする側から言えば、相談しやすい人、知識はもちろんあってはほしいのですが、一生懸命頑張ってくれる人を望みます。そのような方だと、先ほど河野さんがおっしゃったように、負けてしまっても一生懸命やってくれたんだからという満足感は残るので、それはそれですごくいいことで問題はないと思います。だから新人の方の質が悪いかと言われると、私はそれが理由とは思えず、申し訳ないとは思いますが、すでに何年も弁護士をやっている方の中にも質の劣る方はいらっしゃるのではと感じるので、新人さんがどうのという問題ではないと思います。知識の面でいけば、もちろん新人の方は経験がない分、難しいこともあるとは思いますが、それは周りのベテラン弁護士さんがフォローしていくとか、大学院時代にもっと実践を積ませていけばよいと思います。また、大学院時代に実践を積む過程で自分が本当に弁護士に向いているのかどうかを考えさせれば、卒業時に自分は弁護士には向いていないと悟る人もいるかもしれません。そのようなことを考えさせる場面をどこかでつくってあげるというのも、質の向上につながるのではないかとは思います。
（議長）　私もちょっと、この質の低下ということで、少し考えたんですけれども、質の低下か、それとも質がいいかどうかという高低ではなくて、少し最近変わっているなと思うのが、やっぱり昔は弁護士といえば、特に私の今やっているようなフィールドでいえば、人権の保護の活動の問題とかそういうものにかかわる弁護士は、弁護士の仕事の延長としてかかわるのが当然と思っていたところがあると、そういう節があると。ところが最近はやっぱりその余裕をあまり見せてくれない。弁護士の場合は、前もそうなんですけど、もっとひどいのは明らかに法科大学院は忙し過ぎて、法科大学院の学生さんは将来弁護士になるはずなんだけれども、その人たちが人権活動のいろいろな現場に来ることというのは、まずない。今まで積極的にかかわっていた人たちであっても、忙し過ぎてもう行けなくなるというのが、これは確実なんですね。これは結局長い目で見たときにどうなんだろうかと思うんですね。もちろん戻ってきてくれれば、それはそれでいいんですけれども、結局人権活動とか世の中であるいろいろな人権問題に対して取り組むというのが、本来的に法曹がやるべき仕事なんだったら、そういう環境を整えてしかるべきなんだけれども、むしろ環境はそれを許さないから、どんどんとみんながそこから撤退してしまっているという状況もあるような気がするんです。ですから少し、これは弁護士の質という問題以上に、その質をどう確保するかという制度の問題として、もう1回考え直してもしかるべきかなと思ったりはします。今ざーっと取りあえず市民会議の人たちからの意見が出たんですけれども、それを受けて、例えば弁護士の副会長の皆さんの方からご意見なんかございますか。
（川崎）　いろいろなご意見をありがとうございました。質の低下がいわれているという理由がいくつかありまして、1つは、例えば去年の司法試験の合格者は2,200名、その前の年が2,000名なんですね。人数が増えればやっぱり下位層が増えちゃうじゃないかなと、こういう漠然とした印象が1つあります。それから司法試験に受かって実務修習に入るわけですが、弁護士会で今2カ月修習生を預かって弁護士の仕事を理解してもらおうと、弁護士はどういう活動をしているのか、どんな使命感とか倫理観とか正義感を持って仕事をやっているのか、これを理解してもらおうと思うわけです。個別指導の弁護士を付けて、日々の仕事での指導によって理解を得させること、弁護士会に集まってもらって修習生と話し合いをし、あるいは問題を出しながら、あるいは文章を書かせることによって彼らと接するわけですが、実際のところ質が落ちているかというと、そうでもないんですね。そこそこはやるんですよ。そこそこはやるんですが、下位層が昔より増えたなという感じはしますね。それともう1つ、司法研修所を卒業するときに、卒業試験があります。この卒業試験の不合格者の数が増えている。例えば昨年の例ですと、140名ぐらい落ちているんですかね。全体から見ておよそ7％落ちるんですよ。その前年もやはり140名ぐらい落ちている。我々の時代といって、まあ、今の若い者はというその年寄りの話かもしれませんけれども、我々のころはほとんど落ちなかったんです。せいぜい落ちても1人か2人。多くて10名落ちたということはないなという、そういう感じなんですよ。ところが、これだけ落ちちゃうというのは一体どういうことなんだろうかと考えていくと、1つは法科大学院の教育がちょっとばらつきがあり過ぎるのかなというのがあります。もう1つは司法修習の期間が従前の2年から1年というふうに短縮されてしまった。だから十分にスキルやマインドを伝え切れてないのかなという感じがするんですね。二回試験はとっても難しい試験かといいますと、そんなにとんでもなく難しいことを聞いているわけではないわけですよ。例えば、我々が刑事事件の弁護を受任したときに、何を一番考えるかというと、結局この被告人が検察官の言う犯罪行為を犯したんだろうか、その犯罪行為を犯したとする証拠はどこにあるんだろうか、検察官が提示した証拠で疑いなく、この被告人がやったと言えるだろうか、これを検討するということが1つありますね。もう1つ重要なことは、この被告人がいろいろな弁解をするわけですよ。例えば、被害者が突然、殴りかかってきたので、殴り返しただけですよと。こういうほんのちょっとしたやりとりを聞いてみて、これが正当防衛の主張なんだということに、どうも気が付かないのが何人かいる。殴りかかってきたなんて証拠がないんだから、殴り返しただけですよと言うのはうそに違いない。うそに違いないと勝手に決めてしまって、この人は有罪ですと、でも今までまじめに暮らしてきていますから、刑期をなるべく短くしてくださいという弁論をしちゃうんですね。これは我々弁護士がやったら、懲戒処分を受けるわけです。本人は無罪だと言っているんですから、無罪だという主張を取り上げないで有罪だということを前提にしてやったら、これはやっぱりだめなんですね。こういうのが、まあ、これは一昨年の例ですが、刑事弁護の起案で40名ぐらいいた。この40名は全員落ちています。なぜかといえば、弁護士としては絶対に許されない主張をしちゃったからなんですね。今の点をお聞きになってお分かりのように、弁護士としての立場、あるいはマインドを理解して、弁護の活動をしてくださいという、それがちょっとできない人が多いのかなという感じがします。ただ一般的にいえば、そういうことは言えるんですが、我々が若いころも、それほど偉そうに言うほどできたわけではありませんので、質の問題というのは、さっきイシナベさんが知識の問題、人間性の問題、どちらを言うんでしょうかねとおっしゃったけれども、それに関してはすべてなんですよ。そういう点をすべて含めて、法曹の質というのかなというふうに考えています。
（鈴木）　鈴木です。今、二回試験の問題が出ましたので、私は平成13年から15年まで司法研修所の教官をやっていましたので、二回試験も採点をしておりました。それで、私が感じていますのは、昔も今もそんなに修習生の質が落ちているかということに対しては疑問を持っています。組織を見てみますと、だいたい1対8対1で、1は優秀、8は普通、それ以外の人、1はだめなんですよ。それが通常の組織で、どんな組織になろうと、どんな優秀な組織であろうと、必ず1対8対1、2対6対2か、そのぐらいにはなるんです。その構造自体は研修所のクラスを見ていましても、ほとんど当てはまると考えています。例えばクラスに、私のときに70名から75名いましたけれども、上位1割はものすごく優秀です。底辺の1割というのはどうしようもなくて、どうしてこういう人たちがここにいるんだろうという人たちがいました。ですからその構造が変わらないとすれば、例えば500人のときに50人がだめで、2,200人だったら200人がだめなんです。その人たちが多く感じたと、質の低い人が多くなったというイメージにつながっているのかなと思います。特に二回試験で、この落第者というか不合格者がたくさん出てきたということによって、どうも法曹、司法試験合格者を増やしたためだと、質が落ちているとおっしゃるんですが、私どもが二回試験を採点していたころには、落とすことに極めて強い抵抗がありました。
　それというのは本当に私どもも400何十人いましたけど、落ちるのは本当に年に1人か2人。たまたま私どもの38期というのは、カンニング事件というのがありまして、もう覚えておられないかもしれませんけど、二回試験でカンニングをしたという人が何人かいたために、10名ぐらい落ちましたけれども、それ以外の実力で落ちた人は、1人か2人だったんです。そういう流れだったものですから、私どもも落とすというのに、極めて強い抵抗がありまして、先ほど出ていました弁論要旨を書かせてそれを読むんですが、落とすというのは本当に何が書いてあるのか分からないような弁論要旨なんです。また、その論点が必ず決まっていますので、論点ごとに点数が付いていますから、その論点を書いてくれれば必ず点数が付くんですけれども、その論点をかいくぐるように書いておられると。なかなかあれだけ外すのも難しいんじゃないかというぐらいに、うまく外してすり抜けられているやつは、さすがにだめでしたけれども、結局はどこで線を引くかの問題ですので、例えば執行猶予が付かない事件で、執行猶予を求める弁論もありました。だけど、それを落としちゃうと数十名が落ちちゃうというので、それは許したこともありました。もしくは本当に下から、これはだめだよね、これだめだよねと下りてくると、だいたい何人かがグレーゾーンで並んじゃうですね。そこを落とすかどうかによって数名が、もう違ってくるんです。今、落ちているのは先ほどのお話ですと、正当防衛を言うべきものを言わない。それはそれでだめでしょうけれども、昔だったら、もしかしたら許していた可能性もあると思います。ですから基準が同じであれば、まったく絶対的な基準があるんであれば、その基準以下の人が増えたといえますけれども、基準自体がその都度、その都度に決まるものですから、今の人が増えたからといって、質が全体的に落ちたというふうには言えないんじゃないかと思っています。以上です。
（議長）　はい。マイクを使っていただけると助かります。
（西浦）　西浦です。何人、200人が2,000人、いや500人が2,000人になったって、母数は何人でした。私ら、ちょっとすみません、常識がなくて。5,000人ぐらいですか。受験者数。
（鈴木）　我々のときは3万人ぐらいですかね。
（西浦）　今は？
（鈴木）　今は新司法の試験の場合は定員が5,700、5,800ですから1万弱ぐらいかな、1万弱ぐらいだと。
（議長）　母数が少し変わっているんです、西浦さん。
（西浦）　何か今、訳が分からなくなったんですが、3万人で500人が、今1万2,000人で、2,000人ということなんですか。
（議長）　システムが違っちゃっているので、母数が変わっちゃっているんです。今までは平の段階から、例えば3万人だと3万人が受けられたわけですね、昔は。今は例えばその部分がまったくないわけじゃないんですけれども、法科大学院がありますので、法科大学院を出なければいけない。そうすると法科大学院を出た人だけということになりますので、その中で振り分けがあります。
（西浦）　じゃあ、もうそこで掛かっているわけ、フィルターが掛かっているわけですから、昔とほぼ同じ。分かりました、もう500人と2,000人で大差はないと思いますね。
（鈴木）　ちょっと選抜をされている。
（石鍋）　石鍋です。実際に選別をされているといっても、ほんとうにされているように思いますか？法科大学院を受ける段階で？
（鈴木）　法科大学院のことは櫻井先生にお聞き、僕は申し訳ない、法科大学院をよく知らないんです。
（櫻井）　3万人が昔に受けたといっても、大学の卒業記念にちょっと受けてみようかみたいな人たちがいたので。例えば私も受けている最中に3万人がライバルとは、まったく思っていません。ですから短答式試験といって、当時3,000人とか4,000人ぐらいしか、まあ、足切りのような試験で通るわけですけれども、そこに受かった人たちが、本気のライバルみたいな意識でした。
　ロースクールというのは、2年ないし3年通って、しかも学費も掛かりますし、その間の生活費も掛かるので、かなり、やっぱり法曹になるんだという決意の固い人が、選抜をされて進学をしています。ですから、何ていうかな、やっぱり昔だったら本気の層ですね。本気の受験生の層ですので、それはかなり選抜的な意味が大きいと思います。
　あとは最近のロースクールの学生の勉強の状況を見ていると、私たちの受験時代よりもものすごく勉強をしている。授業についていくために、すごく大変な勉強をしているように見受けるんですね。だからそういう点では、ちょっと川岸先生に質の問題といいますか、おそらく旧試験の学生もご覧になっていたと思いますし、今ロースクールの学生もご覧になっていると思うんですが、ちょっとその辺のあたりをお聞きできたらなと思いますが。
（川岸）　はい、旧試験は広く開放性を持っていたので、法学部出身である必要もなかったわけです。誰でも受けられたということです。それがいいと言う方もいらっしゃるわけですけれども、全体としては法科大学院から新司法試験へというルートに、かじを切ったわけです。法科大学院の場合、基本的には3年間で教育をするということになっているのですが、既習、すなわち法律を勉強してきた人というのは、1年間の教育を免除してもらえるということで、2年間教育を受けることになるということです。
　その課程は、どの法科大学院もだいたい似たようなものですが、基礎的な科目と発展的な科目というものに分かれていて、バランスよく学習できるようになっています。3年生のときに、あんまり基礎的な科目をやってはいけないというふうに文科省から言われていますので、発展的なジェンダー法、知的財産法、国際取引法、情報法、国際人権法などを学びます。それから法科大学院の目玉の一つであるリーガル・クリニックもあります。それら発展系の科目と司法試験との関係が問題となっています。新司法試験の場合、3月に卒業をした後に、5月の中ごろに短答式と論文式の試験を4日間受けることになります。
　そこでは朝から晩まで1科目4時間とか6時間とかの試験を受けますので、非常に体力勝負となります。最後の4日目ぐらいになると、もう何かわけも分からずに書いているというような感じになっているようです。短答式試験の点数が悪いと、足切りをされるので、論文を書いたものも採点してもらえない憂き目にあいます。
　今までの旧試験だと短答に合格をした人だけが、論文を受けるということだったのですけれども、これが2つ、違う種類のものを同時に勉強し受験をするということで、結構学生は負担を感じているようです。それと例えば、会社法などは、昔は短答試験がありませんでしたし、行政法も短答試験がありませんでしたけれども、今だとそれを受けないといけないということで、非常にその辺で苦労をしているようです。それから民訴や刑訴もそうですね。
　それで試験自体は4,000人から5,000人の受験があります。しかし本当はもっと卒業生がいるはずですが、受け控えというのがあります。それは法科大学院を卒業後、5年以内に3回しか司法試験を受験ができないと決められていることと関係しています。3回落ちてしまうと、一般に三振というふうに言っているのですけれども、そうなるともう、その法科大学院を卒業したということでは、受験資格がなくなります。もう一度法科大学院に入り直すか、いよいよはじまる予備試験を受けるかということになります。実際には、三振者を何とかするということを念頭に置いた産業も、もう始まっているみたいです。今後このことは大きな社会問題になるだろうと思います。
　司法試験の問題自体ですけれども、論文式の出題形式が非常に変わったと思います。昔の問題はわりと中立的に書くというような形の出題でした。だから、ある意味では裁判官的な感覚で書くということだったと思います。新司法試験になりまして、ロールプレイ形式がはっきりとしてきました。依頼人が来て相談を受けているというような問題が出され、この状況であなたはどういうふうに弁護人として回答しますかというふうになっています。出題の仕方が非常に変わっています。
　それから問題文が非常に長いので結構大変です。私のよく分かっているところでは、公法というのは1題が憲法で1題が行政法ということですが、それぞれに資料も付けると相当な分量のものを読まないといけなくて、4時間で解答するのは結構大変だと思います。それからもう1つ、実は大きな点は学問が進んだということが、やっぱり大きいと思います。
　特に憲法は大きく変容しています。先生方が勉強をされたときの憲法というのは、宮沢先生の本を読むぐらいだったはずで、ある意味で政治学的というか、イデオロギーが前面に出るようなものだったと思います。今は最高裁判所も時々いい判例を出しますので、教科書も非常に厚くなって教授する範囲もものすごく増えているます。
それを法科大学院というところでは、憲法だと6単位しか教えてはいけないとなっています。学部だと8～10単位ぐらいでやるところを6単位で教えるということなので、その点で学生は非常に自習をさせられるということになります。
　その点では、君たち非常にかわいそうだね、僕らのころはこんな判例もなかったしねとか言いながら、教えているというところがあります。まあ、民法とか刑法だと、もともと判例の積み重ねというのが多かったと思います。憲法とか行政法とかっていったところは、非常に変わっていると思います。私も昔、行政法を勉強していたのですが、行政法は肌に合わないと思っていました。今のこの立場にあるので、行政法に関連することも少しは教えないといけなくて、再び勉強し直しています。
　本当に昔と違って、市民行政法学みたいな方にどんどんと移行をしてきています。その意味では、勉強はしやすくなっているんだと思うんですけれども、旧試験では学生はまったく手つかずであったということもあって、また対象範囲も広がっているというので、かわいそうな側面もあるような気がします。学ぶことが多くなりすぎているので、修習生が終わって1人前として取り扱うのが、本当にいいのかということはかんがえてみるひつようがあるのではないでしょうか。専門技術的な観点から弁護士補みたいなものを作って、何年かたったら1人前になるような制度の導入です。弁護士は本当にすぐ、即戦力だというイメージがありますけれども、それはちょっとかわいそうなのかなという感じはしないでもないです。
（議長）　ありがとうございます。学問の進展は確かに覚えることを増やすので、その点では決して、一応私は刑事法関係なので刑法も同じですよというのを追加をさせていただいて。すみません、時間もありますので次の、今度はADRの方に進めてもよろしいでしょうか、申し訳ありません。じゃあ、ADRの方で、これは市毛さんの方から少し、ちょっとどういうような状況なのかということについての説明をまずいただけますでしょうか。
（市毛）　裁判員裁判を含めて市民に分かりやすくというのが、今年の法曹界のテーマですが、事前にお送りした資料の中にADRというのが、何を意味するのかの説明が書いてなかったことを反省しております。ADRは「Alternative Dispute Resolution」、代替的な紛争の解決処理の略語でございます。我々弁護士の仕事といえば裁判というイメージが、皆様方には強いと思いますが、実際、紛争は裁判所でなければ解決ができないのかというと、決してそうではない。紛争解決するという大きなくくりからいくと、裁判というのはいくつかあるうちの1つの手段でしかないわけです。
　そもそも紛争はどう解決をするべきなのかという、大上段のテーマから説明させていただきますと、裁判を含めて、結論を第三者に委ねるものと当事者が自主的に解決するものとがあります。
前者の典型的なものは裁判で、裁判官の判断、つまり判決に委ねる制度です。仲裁というのも私的な裁判のようなもので、国家機関ではないけれど、当事者が合意のもとある候補者の中から仲裁人を選んで、それぞれの主張、立証を尽くして仲裁人の判断に従うというものです。一度仲裁の手続きを選んだ以上は、それをまた裁判所に持ち返すと蒸し返しになってしまいますので、裁判は起こさないという前提のもとに、仲裁人の判断に委ねるというのが仲裁でございます。
他方、後者は、紛争の当事者が自ら解決をしようというもので、典型的なものは皆さん、日常的によくやっていらっしゃる話し合い、交渉です。更に、当事者間の話し合いだけでは問題が解決をしない場合に、第三者が話し合いの交通整理をしたり解決のための提案をして最終的に合意できる線を模索するのが、裁判所でも行われている調停、あるいは和解あっせんといわれている制度でございます。つまり、調停や和解あっせんは、自分たちの問題は自分たちで解決しようというスタンスのもと、調停人は解決の支援をするという立場にたちます。そのメリットの分かりやすい事例として、一つのオレンジを取り合って喧嘩している姉妹の話があります。半分づつでは二人とも納得しない、お父さんが間に入ってよくよく話を聞いてみたら、お姉さんはマーマレードを作るのに皮が欲しかったんだと。妹は中身をジュースにしたかったんだということで、皮と中身に分けて2人とも満足をする解決が得られという話です。このように間に立った人が冷静になって状況認識を詰めていくことで、ウイン・ウイン・ソリューションと言いますが、満足度の高い紛争の解決が可能となります。
　それで弁護士会がやっているのは、この仲裁センターという名前ではありますが、ほとんどのケースが第三者に委ねる仲裁タイプではなくて、和解あっせんという話し合いの、まず交通整理をし、和解で終わるケースです。
　そして、弁護士会の和解あっせんと裁判所の調停の違いですけれど、裁判所でも簡易裁判所で調停をやっていますし、家事事件に関しては家庭裁判所での調停があります。離婚などの家事事件の多くは、停前置主義と言って、親族間の感情が絡むような問題については、まず調停をやってくださいという法制度になっています。
　では、なぜ裁判所で調停の制度があるのに、弁護士会ないしその他の機関が、私的な話し合いのための制度を持っているのかと言うと、裁判所の調停は、法律にのっとった手続きで形式が重視されますが、弁護士会の和解あっせんは極めて柔軟ですし、解決までの期間も短く、安価で済むところが特徴です。
例えば、始まりのところで、調停とか和解あっせんというのは、一方が申し立てて、相手が応じて出てこなければ、土俵に乗らないわけですが、第二東京弁護士会がやっている和解あっせんの場合は、ラブコールとかラブレター方式といって、担当した弁護士のあっせん人が、相手方に取りあえず話を聞きに来てくださいという説得をすることもあります。他方、裁判所はある日突然、調停が申し立てられましたということで呼び出し状が来て、それだけです。それなので無視をしていればそれでおしまいという、やはり入り口のところでかなり違いがあります。あとは、弁護士というのは当事者により近い立場で仕事をしているので、さっき言ったオレンジの中身と皮の問題のように、より突っ込んだ本当に立場とか当事者のニーズとか、そういったものを聞き出すための努力も、私が利用して経験した限り、あっせん人の先生方は本当によくやってくださっていると思います。自画自賛ですけれども。
　ただ悩みは、皆さんのお手元にお配りしてある、仲裁センター解決事件という資料にあります通り、平成18年121、19年109、20年106と、わずかながら低下傾向にあります。これは仲裁法の改正によってＡＤＲの窓口が各所でできているのも関係をしているのかもしれません。
そこで、どうしたら当会の仲裁センターが周知されて利用をしやすいものになるのかということの、ご意見をいただきたく、いくつか質問事項を事前にお送りしてありますが、それにとらわれずにご意見をいただければと思います。
　それと合わせて似たような制度で、住宅紛争審査会という制度が別途、弁護士会にございますのでその点は野田先生から一言ご説明願います。
（野田）　これもお手元の資料に入っております。実は今年の10月1日から、住宅瑕疵担保履行法というのがスタートをしまして、保険または供託をしたお金から、建築業者、住宅業者が倒産をしたような場合にも、建物の買い主が保護をされるという、そういう制度が始まります。その制度が始まる前から実は、お手元の第二東京弁護士会住宅紛争審査会ご案内とありますが、これは第二東京弁護士会が国から認定を受けて一定の資格、専門家ですね、弁護士と一級建築士がチームになることが多いいんですが、そういう方々が同じように、やはりあっせん、仲裁等を行っております。
　ただ件数が少なくて、お手元の資料にある通り、年間数件、1件の年もありますね。あまり、まだ有名になっていないんですが、住宅に関する品質確保促進法ができまして、今後また、保険制度等の運用が開始されますので、今後の利用価値はあるかと思います。制度はありますが、実際にまだまだ利用をされてないというのが実情です。以上は簡単な説明ですが。
（議長）　ありがとうございます。続けてもしよろしければ、神田さんもADRに一応かかわっていらっしゃるということですので、そのときのご経験でADRがどれだけ、どういうような効能があるかというようなことについて、ちょっとお話を。
（神田）　効能が語れるまではないんですが、やはり国民生活センターで扱っているのは消費者問題が中心ですので、こちらで扱っているようなもっと広いものとは違います。ただ消費者問題に共通をするものも、ほかの問題にもあると思いますので、じゃあ、少しだけ。やはり被害、消費者被害というのは非常に少額である場面が多くて、ほとんどが泣き寝入り状態だというふうにいわれています。
　そういった中で事業者は、それをいいことに悪いことをし続けるというような、そういった関係になっていまして、それを何とかしなくてはいけないということが、前提にあります。国民生活センターでやっていますのは、もちろん直接、消費者が申し込める道は、開かれておりますけれども、基本的には各県ごとにあります、消費生活センターに寄せられる苦情の中から、全体的に共通をするテーマであるとか、今後、大きな被害が生まれるのではないかと思われるものとか、現実的に重要な、大きな、重篤な人命がかかわる問題を中心にやろうということで、こういった行政がやるようなADRは、なかったわけです。
　そういった法が整備をされて、今年の4月1日からスタートをしているということです。まだちょっと、詳しくはつかんでいませんけれども、4月からですが、28件ほどやっているということになっています。やはり泣き寝入りというのは、どうしても訴訟ということは、非常に私たちにとっては覚悟がいりますし、勝てるかどうかも分からない。それからお金も掛かるし、時間もかかるし、非常に苦痛であるという。被害を被ったのは本当にしゃくに障るけれども、そこまではできないという現状を何とかしようということで、こういった制度ができたと思います。
　この場合、国民生活センターの場合は手続き、料金というのは無料ということになっていますので、こういったところと、弁護士さんのところを使い分けていただくのも、いいのかなと思っています。ただ、こういった制度があるということを知ってもらうということが、まだ同じように、なかなか大変だなというふうに思いますが、国民生活センターの場合は少しよかったのは、いろいろなニュースで取り上げてもらったりということで、そういった知ってもらう機会はあったのかなと思います。
やはり話し合いで解決ができたら、私たちはやっぱり一番いいなって、それから迅速性というものがあったら、一番いいなと思っていますので、こちらの弁護士さんの方のこういったADRの制度も、もっともっとアピールをしていただきたいなというふうに思っています。
（議長）　ありがとうございます。この仲裁センターがあるということについて、そもそもどれぐらいの理解があったかという問題があるので、それも最初に書いてありますので、この質問は一度、みんなで手を挙げてみるのが一番いいかなと思うんですが。今回、この議題になるまでに第二東京弁護士会に、仲裁センターがあることをご存じだった方というのは、どれくらいいらっしゃいますか。
　弁護士の方々、皆さんご存じだったんですか？　よかったです。やっぱり、そんなには一般の中では、情報としては浸透をしていなかったということなんですが、浸透をしていなかった理由というのは、例えばどんな感じなのかなというのをちょっとお聞きできればと思うんですが、手を挙げられなかった方、じゃあ、西浦さんから。
（西浦）　いや、まったく知りませんが、ただ、もし私が市民の立場でということになれば、法律相談所とか何か、いろいろとマスコミを通じて情報を何かつながりを見つけますよね。そこで相談をしていけば、きっと紹介をされて、こういうところに来るんだろうなという予測をしましたので、普通に生きていればそんなに心配をしないで、これを知らないからといって、困ることはないんじゃないかなと思います。普通に生きていればの話ですが。
（神田）　神田です。そうはいっても、何か探してみようかなというところまでは、なかなかいかなくて、裁判だとか、つい即裁判だと思っちゃうわけですよね。ですから、やはり私はこういう気軽にと言ったらあれですけれども、相談ができるというところがあるということは一定を知っていってもらった方が、泣き寝入りとかそういうものも少なくなるし、いろいろなメカニズムが正常になっていくのではないかなと思ったりもします。
（駒込）　駒込です。私は知りませんでしたが、今回このパンフレットを見て、ああこんなにいいものがあるのかと喜んだのですが、仲裁センターは出来てからどのくらい経つのですか。
（市毛）　第二東京弁護士会は全国に先駆けて、１９９０年に一番最初に仲裁センターを設立しました。
（駒込）　そうしますと、例えば法テラスに相談をしたときに、そこから仲裁センターが適当であろうということであれば、紹介されるわけですか。
（市毛）　弁護士会の内部の問題として、法律相談を受けて持ち込まれるかどうかは、その相談を受けた弁護士の判断によるので、相談を受けてこの仲裁センターとか、和解あっせんという解決方法を提案する弁護士が少ないという実情も、私はあるのではないかと感じています
（駒込）　ただ、法テラスがいま窓口としてかなり宣伝されていますけれど、法テラスに電話をかけて相談内容を言ったときに、仲裁センターへ連絡をしてみなさいといった指示が出るのでしょうか。仲裁センターはとてもいいものだと思いますが、例えば自治体にも無料の法律相談などがあります。こうした自治体の無料相談からも仲裁センターを紹介されるのでしょうか。あるいはちょっといま感じたのですが、仲裁センターではかなりいろいろな内容を取り扱っています。このセンターで解決できることと、実際に弁護士の方にお願いして裁判を行うこととの仕分けというのでしょうか、どの点で違ってくるのかがよく分かりません。
（櫻井）　櫻井です。今、法テラスのお話が出ましたけど、それは法テラスのコールセンターがきちんと、ここにつなぐかどうかというご質問だと思いますが、おそらく法テラスのコールセンターでは、弁護士会の仲裁センターを紹介するというような、そういう知識といいますか、あるいはそういう作業手順にはなっていないんじゃないかと思います。ですから、弁護士会の仲裁がありますよというふうにコールセンターにかけたときに、言ってもらえるということは、ちょっとあまり想定ができないかなと思います。
　ですから、逆に今示唆をいただいたように思うんですね。法テラスの方にも、むしろ案内をする先として、漠然と弁護士会とかそういうことではなくて、こういう機能を持った、こういう制度があるよという紹介をしてもらえば、利用も増えるかなというふうに今思いました。
（駒込）　せっかくいい制度なので、自治体の無料法律相談のところでも、仲裁センターを紹介していただけるようになったら、とても良いと思います。私も住宅の境界線問題で、最後は当事者同士で解決しましたけれど、これ以上こじれたらどうしようかと悩んだ時期がありました。
（石鍋）石鍋です。今お話を聞いていて、考えていたことはだいたい解決しました。ただ、せっかくこのような制度があるのに、今までの相談件数が少ないというのはやはり広報というか、PRのやり方が、はっきり言ってしまうとあまり上手ではないのかと。あと、この事業、事業と考えていいのかはわかりませんが、一つのビジネスとして考えていらっしゃるのか、それともボランティアと考えているのか、そこでもだいぶ変わってくると思うんですね。
事業と考えるのであれば、お金はかけなくてもいいですから、バナーやPRを企業のホームページに貼ってもらうようなことも考えられます。もし、事業としてはいけないのであれば、あまり宣伝もしてはいけないのかなという気もします。そのあたりを弁護士会としてはどのように考えていますか。一応、お金はとりますよね、ただではないですから。とすれば、私はビジネスと考えてもいいのかなと思います。宣伝、PRには色々な方法があると思いますが、例えば、当社は冠婚葬祭関係の仕事をしていますので、当社や当社の取引先のHPにリンクやバナーを貼ってもらえば、結婚問題や財産問題で家族がいがみ合うという問題があるときに、ああ、家族でこんなにもめるのであれば、ちょっと相談しようかなという考えも出るのではと思います。そのあたりをどのように考えていらっしゃますか、今の段階でけっこうですから。
（市毛）　まず弁護士会としての位置付けなんですけど、弁護士会というのはいろいろと弁護士の業界内部の統制をしたりとか、規律を維持したりというほかに、法律相談等の市民向けのサービスを行っており、その一環としてこの仲裁センターも、位置付けています。実際に担当される仲裁人あるいはあっせん人の方々に日当をお支払いしていますが、通常の弁護士費用と比べると僅少なもので、仲裁人やあっせん人がビジネスとして成り立つような金額ではありません。そして、利用者の方には、その日当等にあてるための（日当に不足する場合もありますが）の申立時の手数料、期日1回あたりの手数料と、それから解決ができた場合の成立手数料というのをいただくようにはしてあります。
　もともとは弁護士会は公益団体ですので、それでビジネスをするつもりは、我々はまったくございません。市民の方に対しては、紛争を解決するための1つのツールとして、この制度を利用していただきたいと考えています。
（石鍋）そうであれば、例えばバナーを貼るというのは、ただで貼ってもらえればよいということになると思うんですね。あと、その他の方法として、銀行関係で中小企業の経営者の集まりがありますが、この制度は中小の経営者にはすごくいい制度だと思うのでその場でPRするのは？隣の店のおじさんとけんかして、ちょっと感情的にぶつかった。本当だったらちょっと話せば済むことが、お互いに意地っ張りでできなかった。そういうケースは結構あると思います。そこで中小企業の経営者が集まる会議等に弁護士会の方にどなたかに代表で行っていただき講演してもらうとか、PRする方法はいっぱいあると思います。そのあたりから入っていけば解決される問題だと思いますし、この制度自体はきっと誰もよくないとは言わないと思うので、やってみてもいいのではないかと考えます。
（議長）　はい、会長どうぞ。
（川崎）　仲裁の申立についてですが、例えば駒込さんが、自分が今関わっている境界問題に関して、こんな悩みがあるんです、隣の隣地の地主さんからこんなことを言われて困っているんですということをまとめて、弁護士会に来ていただければいいわけですね。
　相手方にも来てもらって、双方に弁護士が付かないでも仲裁人、和解あっせん人になる弁護士が、双方から事情を聞いて、話をまとめていきます。ですから、これは弁護士に依頼をするということを前提にすると、弁護士に対する着手金や報酬金に加えて、仲裁手続きの利用料を払わなければならない。そう考えると高いかもしれません。
　でも本当に市民の方が、日常悩んでいる問題を市民の方だけで、弁護士の助力を得ないでも、仲裁センターには弁護士がいますから、その弁護士が双方の話を聞いて仲を取り持つという、そういうメリットがあるんですね。また、申立手数料1万500円ですけれども、例えば裁判所の調停制度を利用した場合に、訴訟物の価格といいまして、係争となっている金額によって、申立手数料は決まるんですよ。ですから簡単に言ってしまえば1億円だと、12～13万円の印紙を払わなければなりません。
　12～13万の印紙をはらなければならないところを弁護士会の仲裁の申し立てであれば1万500円と、こういうことですから、仲裁が高いというのは、ちょっと誤解かなということでございます。
（駒込）　伺ってよろしいでしょうか。仲裁センターの取り扱い例をみると、さまざまな問題を挙げています。このセンターのあることによって、例えばマンション、不動産問題を専門にやっている弁護士、離婚、相続を扱っている弁護士、そういう方たちへの営業妨害になる恐れはないのでしょうが。
（川崎）　営業妨害というふうに考えている弁護士はいません。実際問題として、仲裁センターで仲裁人を務める弁護士はその分野その分野における専門家なんですよ。ですから、仲裁センターに対して申し立てをすることによって、実はかなり高度な法律相談を受けていることにもつながるんですね。何と言いますか、弁護士が、いやこんなものがあったら自分の仕事が減っちゃうじゃないかというふうに思っているかというと、そうではなくて、そこで決着が付かないものは裁判になっていきますので、そのときは、弁護士に頼まざるを得ませんから、そういうものについては、我々弁護士が受任をするけれども、我々にご依頼をいただかなくとも片が付くようなものは、この仲裁センターで問題の解決を図られたどうでしょうかという、そういうための制度ということになります。
（議長）　取りあえず神田さんで。
（神田）　すみません。先ほどの簡易裁判所の話もありましたけれども、そのよさもあると思うんですが、いろいろ消費者被害とか、そういった話を聞いておりますと、地域では相談をしたくないとかいう人もいるんですね。ですからよさと、そうじゃない部分、両面ありますので、簡易裁判所だけで解決ができるというものでは、1つはないということ。それから裁判所というと、すんなりと和解をしたいなと思っていても、構えてしまうというのが、一般市民の感覚であるというようなこともあります。
　ぜひ弁護士さんが、もっと身近になるということの場でもあるというふうに、このこういった場が、気楽にお付き合いができるというような場をもっと広げてほしいし、そういったところから、逆におこがましいんですが、弁護士さんたちも、私たちの感覚を理解しやすくなるという場でもあってほしいなというふうにも、思ったりしますので、そういった市民とのコミュニケーションも含めて、こういう場は、もっともっと広げてほしいなと私自身は思っています。
（議長）　はい、じゃあ、鈴木さん。
（鈴木）　この仲裁センターについて、簡単な手続きで、早く安く公正にと書いてありますように、かなりフレキシブルな手続きでして、申立書もこういうことをしてほしいと1行書けば、もう受け付けてもらえます。調停では調停申立書を一応の形式がございますので、簡単ではあってもそれなりの事由が書いてなければ受け付けてもらえません。
　そういう意味で申し立て自体が簡単である。かつ、呼び出しも調停であれば、混んでいれば1カ月2カ月先にしか期日が入りません。弁護士会の場合にはたくさんの調停、調停ではありません、仲裁候補者というのがいますので、どんどんどんどん期日は入れようと思えば入れられます。そういう意味でも早くできると。それから事件によっては、専門家の意見を聞いてみたいと、私は10万だと思うけど、いや私は5万じゃないのと、だけど専門家の意見があればそれに従うよという簡単な事件もたくさんございます。
　そういうときに、やっぱり今までの例から、経験からしたら、このぐらいが妥当ではないですかと一言、言っただけで解決をする事件もたくさんあるんです。昔、町のご隠居さんが、町のいさかいを裁断していたと、調停をしていたというイメージで、仲裁というのは始まっていますので、ぜひ町のご隠居さんをご利用いただいて、簡便な方法で、できるだけ簡単に、かつ円満に解決できる制度であると。どうしても裁判所が関与しますと、法律にのっとって、それなりの形式にのっとって動きますんで、なかなか動きにくい場面でもこの仲裁は動きやすい、流動的に、かつ簡便だということで、ぜひご利用をいただきたいと宣伝をさせていただきました。
（議長）　はい、じゃあ、福士さん。
（福士）　制度自体はよく分からないとはいえ、やっぱりこの広報資料等を見ていると、説明が一般の人には分かりづらい。例えば手数料についても申立手数料、行くだけで1万500円かしらって、やっぱり思う。それから期日手数料って何かしらと。これは、じゃあ、アポイントメントを取っていくごとに、行くごとに5,000円を払わなきゃいけないのかなというように、やはり書いてある用語とか段取りが、やはり一般の人からすると非常にまだまだハードルが高いような気がします。
　我々は読者から、いろいろなご相談とか質問をいただいて、法律にかかわることだと、どうしたらいいでしょうと言われると、やっぱりまずお金の掛からない、行政にもそういう窓口がありますし、地域の弁護士会で相談のセンターをやってらっしゃいますよ、聞いてみたらどうですかというふうに言うんですけれども、一般の市民にとっては、やはり弁護士さんというのは会うだけでまず、お金が掛かるんじゃないかというふうに思っている方はたくさんおられて、そうした弁護士会の相談センターに行っても、その後にいろいろあると、やっぱり個々の弁護士さんに頼むとお金が掛かりますよねというようなことも言われます。
　そういう意味で非常に、こういうふうに透明性のある料金は、こうこうですよというようなものは、もちろん分かるんですけれども、それ自体の、その意味合いとかをやはり普通の商品、サービスを買うのと少し違うと思いますので、もう少し分かりやすく説明をというので、一般の人にやはりあっせんと仲介の区別というようなことも含めて、なかなかイメージがわきづらいのではないかなというふうに思いますので、あとはホームページなんかでも、もちろん宣伝はされていますけど、いろいろな形で、そういう周知を図られるようしたらよろしいのではないかなというふうに思いました。
（議長）　じゃあ、河野さん。
（河野）　私はこの制度って知らない人間でした。内容を見るといい制度だなって思います。それは例えば家裁とか簡易裁判所、あくまでも中立、公正みたいなところで動くんですよね。だけど、この制度というのは、いってみれば中立ではなくてもいいわけです。本来なら半々で分けましょうという話が、1：9だっていいわけでしょう。民事というのは両方が納得をすれば、それでいいわけですから。
　そうすると本当に広い範囲での話し合いというのができる場所だなという、そういう面で私はとてもいい制度だと思います。それから例えば、自分が依頼人になったときに、仲介人というのはちょっとこっちに寄ってくれるのかなと、中立でないなら依頼人の方へ寄るのかなという、その辺もいくらか興味があります。あくまでも中立、公正というところではないということであればですね。
　そういう点と、やっぱり安いですね。この値段というのは、私は安いと思っています。ちょっとした民事をやれば、着手金の30万をちょうだいみたいな話ですので。そういう意味では私はこれは安いと思いますし、それからあとは結果に対しても、妥当な金額だなと思います。これが広がらないというのは、やっぱり広報が下手ということに尽きるんじゃないかなと思うんです。
　弁護士会だけの広報なんて、たかが知れているんです。それを例えば新聞社でもどこでもいいですけれども、そのちょっと耳よりニュースみたいな感じで記事にしてもらうということですよね。宣伝料というと結構しっかり取られますから、その面白い話を持ち掛けて記事にするような努力をされたらいいんじゃないかなと思います。いずれにしても広報不足だと思います。以上です。
（議長）　川岸さんも、この仲裁センターの話はご存じではあったけれども、どう考えられますか。
（川岸）　この手のものというのがうまくいくというのは、やっぱり仲裁をするというか、中に立つ人に対する信頼というものによっているのだと思います。やっぱり日本には結局お上意識があって、民間のものに対する信頼が弱いのではないかと思います。例えば先ほど出ました法科大学院入学のための適性試験も民間のものと国がやっているものがありますが、国がやっているものを指定する学校が圧倒的に多いわけですよ。
　だからその辺をどう変えていくかということは市民社会が成熟するかどうかということとにかかっていると常々思っています。やっぱり自発的に問題を解決する能力というのを我々が磨いて、作り上げていくしかないと思うので、大々的に宣伝をしていただきたいです。それからもう1つ、さっきちょっとお話に出ていましたけど、弁護士会じゃないけれども似たような業界が同じようなことをやっているということをどう考えるかということだと思いますね。
　あるときにNHKのニュースを見ていたら、司法書士会が仲裁センターでやっているとありました。僕はあまり知らなかったので、弁護士会との関係が気になりました。隣接業種との関係は、司法制度改革の流れの中で、弁護士会の先生方はかなり譲歩されているなとしか思えないのですが、実際はどうなのでしょうか。司法制度改革では裁判官とか検事とかはあまり増えなくて、一番わりを食われているのは弁護士会ではないかと感じております。
（議長）　72条関係ですけれども、はい。
（川崎）　先ほど国民生活センターでもADRがあるというふうにおっしゃった。司法書士会、あるいは行政書士会、社労士会、あるいは建築士の会がいずれも現在ではADRの機関を持っています。それだったら弁護士法72条の関係で弁護士でない者が法律事務の処理ができるんですか、法律相談にあずかることができるんですかという疑問が生じると思うんですが、司法書士だけは140万までの案件について扱うことができるんですよ。
　ただ刑事事件の関係とか、相続問題とか自由に扱えるわけではありませんので限界があります。その他の業界についてはADRで法律問題を扱うことはできないんですね。見解を示すこともできない。見解を示す場合には弁護士を立ち会わせなければならないということがルールとして決まっています。ですから要は弁護士会のADR機関以外のところでこの仲裁センターADR機関の利用をしようとする場合には、法律問題には直接かかわらないわけです。
　かかわる場合には必ず弁護士が同席するという制度になっていますので、ご理解をいただきたいと思うわけです。それから福士さんから先ほど、やっぱり高いというお話がありましたが、申立手数料1万円で第1回の期日で双方から5,000円支払ってもらい取りますよね。およそ仲裁を行う時間というのは2時間から3時間です。2時間から3時間ということは、2時間から3時間法律相談を受けているのと一緒だというふうに、まずお考えいただくと、通常30分5,000円というのが弁護士会の法律相談料ですから、1時間で1万円、2時間で2万円、3時間で3万円になります。
　でもそれは5,000円で全部処理をしますよと。しかも法律相談を受けて、それはこうなんですよというふうに解説するだけではなくて、解決するために相手方を説得したり、相手方に譲歩をしてもらったり、あるいは逆に申立人の方に譲歩をお願いしたりという形になりますので、法律相談プラスアルファの要素があるということをご理解いただきたいというふうに考えます。
　それと河野さんから、どちらか一方にくっ付くんじゃないですかというお話がありましたが、それはどちらか一方に付くか付かないかというのは、申立人の主張に理由があれば、もちろん申立人の方の立場に立って相手方を説得することがありますし、申立人が言っていることに理由がなければ、申立人のためにどうこうというのは、通常はないと思います。
（石鍋）石鍋です。今までの話を聞いていて、皆さんわりといい制度だと思っているみたいですし、私もそう思います。PRの仕方という面でいけば、テレビドラマで扱ってもらうとかして、今、川崎先生が言ったようなことを詳しく1時間、2時間ドラマしてもらえれば見てもらえる可能性はあります。この会議にもテレビ局の方はいらっしゃるので相談してみてはどうでしょう？あと、CMもよいですが高いので、先ほど出たような、口コミ、ホームページを使うとか、それもいいのではないかと。あと、PTAの総会で話してもらうとか？このような方法で、仲裁センター制度があるということを広めるのもいいんではないかと思います。先ほども言いましたが、銀行とかが主催している企業が集まる団体と話して会議の時に講演にいく。また、相談内容を企業方面にも力をいれていくのであれば、法務の方が集まっている懇親会のような団体もありますから、そのようなところでPRするとか。方法はいくらでもあると思います。ここにいらっしゃる方達も、一つのPR機関と考えてもいいのではないかという気もします。そんなところでしょうか。
（議長）　さすがに今日は広報室長も同席されていらっしゃいますので、池田さん、今後ともこのあたりを何とか利用していただければというふうに思いますし、ぜひ広報の方を頑張っていただければと思います。私は個人的にびっくりしたのは、この仲裁解決事例の3番目に離婚関係が入っているんですが、国際結婚の問題というのは結構、最近非常に増えていて、大変面倒くさいんですね。これは簡裁に持っていってもだめなんですね。簡裁で英語でやってくれと言っても、やってくれる人はまず絶対にいないんですね。いかがですか。
（市毛）　簡易裁判所の調停員でも英語で話される方がおられて、ある程度は大丈夫です。
（議長）　そういう方がいらっしゃっても、ほとんど当たらないみたいで、なかなか、うちはちょっとそれはというふうにして言われてしまったりすることもあるみたいなんですね。そのあたりおそらくコミュニケーションの問題がかなりあるだろうと思うので、そういうところもこれだけきちんと押さえられているのは、素晴らしいかなと思います。
　ちなみにそれは英語の事例じゃなかったんです。すみません、ごめんなさい。少数言語がたくさん今出てきていますので、そのあたりも含めて、いろいろなところで対応していかなきゃいけないので、これも弁護士会もいろいろ頑張っていただくしかないんですが、非常にチャレンジングなところだと思いますし、それから弁護士法72条の問題というものもたぶんあるだろうと思うんですが、そのあたりはある程度柔軟に対応していただければ、一番効果的なのかなと思います。
　ぜひ広報の方をまず力を入れるということで、こちらの市民会議からのご意見という形では、一応まとめさせていただければなと思います。時間がちょうどきておりますので、これで一応市民会議の方は終えさせていただくということでよろしいでしょうか。どうもありがとうございました。
（鈴木）　今日は積極的なご意見をいただきまして、本当にありがとうございました。特に広報が不足であるということは、広報室長の前でたくさん言っていただきまして、かつよかったのは、具体的にこういうのはどうでしょうかと言っていただいた。私どもは発想が貧困なものですから、普通の方々から当然だと思われていること、知らないことがたくさんありますので、大変参考になったと思います。
　以上を持ちまして、第1回の市民会議を終了させていただきます。本日は本当にありがとうございました。
                                                                            以上
- 4 -

